
120 知的資産創造／2005年12月号120

成長と収益を求める
トイレタリーメーカーの戦略
産 業 構 造 と 法 律 の 改 革

藤川真一

木村靖夫

中村 実

Industry FOCUS

日本のトイレタリーメーカーは、国内市場の収益性を高めることと、海外へ

成長市場を求めていくことが、今後の重要な戦略となる。

国内では、人口が増加しないために市場も拡大せず、成熟した市場の中で巨

大化し、業態が変化していく小売企業に収益をとられているのが現状である。

こうしたなかで、より高い収益を取り戻すためには、本質的には川下に対する

バーゲニングパワー（取引における交渉力）を増強することが基本であり、顧

客との排他的な絆の構築、具体的には独占的なブランドの構築や顧客のニーズ

への擦り合わせが重要となる。顧客との絆が深まった後には、小売企業に対し

て価格政策を強気に打ち出すことも可能となる。

しかし、国内事業の規模だけで独占的なブランドを構築することは困難であ

り、最終的には欧米の競合他社がグローバルプレーヤーであるように、日本の

トイレタリーメーカーも海外の成長市場に進出し、彼らと伍していくことが不

可欠となる。
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厳しい外部環境にさらされてきた
トイレタリーメーカー

曜日ごと違った色の歯ブラシを
使い分ける人

以前、あるトイレタリーメーカーの人に聞

いた話だが、有名なデザイナーのデザインに

よる７本の異なる色の歯ブラシのセット販売

を考えたそうである。日曜日は太陽の色のオ

レンジ、月曜日はちょっと憂うつなブルー、

毎日、曜日の気分に合わせて歯ブラシを使い

分けましょう、という提案であった。実際

は、数種類の歯ブラシと歯磨きセットの限定

販売という形で実現したようだが、ある意味

“遊び”的な企画であり、当然、これで市場

が何倍にも拡大するというものではないこと

は、外部から見ても明らかだし、企画した会

社にもそういった意図はない。

このように、家庭用品のようなコモディテ

ィ（日用品）は、必要以上の消費はされず、

基本的には人口に即した形での事業成長しか

あり得ない。日本の人口増加率は、住民基本

台帳に基づくと、2005年３月末時点で前年比

0.04％であり、これが日本のトイレタリー市

場が成熟している根本的な理由である。

なぜ店頭価格が下落するのか

小売企業が巨大化してバーゲニングパワー

（取引における交渉力）を高めていること

も、トイレタリーメーカーの収益性を下げて

いる点である。

たとえば、国内ドラッグストアの売上高ト

ップであるマツモトキヨシは、2004年３月期

の雑貨の売り上げは678憶円だったが、2005

年３月期には727億円と、１年間で7.2％増や

した。これはチェーンストア全体における日

用雑貨品の売り上げが、日本チェーンストア

協会の調べで2004年度に前年度比96.0％であ

ったことを考慮すると、寡占化が進んだこと

を意味している。

このような小売企業の巨大化の意味を、単

なるバイイングパワーの増大という言葉だけ

で理解してはならない。その本質は、小売企

業のビジネスプロセスの高速化に伴う意思決

定のスピードアップが、店舗間競争への対応

を素早くし、結果的に比較購買されやすいナ

ショナルブランドの店頭での価格下落を招い

ていることにある。この意思決定のスピード

アップに必須なのは、小売りの情報システム

であり、企業規模が大きくなればなるほど、

情報システム投資が加速され、結果的に意思

決定スピードがますます速くなる。

原材料メーカーと小売企業との
板ばさみ

花王、ライオンにおいて製造原価に占める

原材料費の割合は、両社の有価証券報告書に

よれば、2004年度でそれぞれ69.9％、72.4％

であり、原料の高騰が収益に及ぼす影響は相

当大きい。この結果、近年の原油高に伴うプ

ラスチック樹脂の価格上昇は、トイレタリー

メーカーの収益性を引き下げる大きな要因と

なっている。

一方、店頭では価格の下落が続くなど、小

売企業からの圧力が高く、原料が高くなった

からといって価格に転嫁するのは難しい。

原材料メーカー、小売企業の双方の価格に

対する厳しい姿勢が、トイレタリーメーカー

の収益を下げる構造となっている。

ビジネスの中心が収益性の低い
チャネルへ移ってしまう

販売チャネルが急速に変わる過程で、これ

に追随するのは意外と難しい。業種は異なる

これまでの業界推移
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が、比較的わかりやすい事例として、アスク

ルが力を発揮しているオフィス用品の通販事

業への他社の進出があげられる。

オフィス用品の通販は、そもそもはプラス

が1993年に立ち上げた販売チャネルである。

競合するコクヨは、2001年になって初めて同

様の事業を行う子会社、カウネットを立ち上

げた。カウネットは急速にアスクルを追いか

けつつあるが、帝国データバンクによれば、

売上高は287億円（2004年３月期）であり、

アスクルの1279億円（同年５月期）との差は

依然大きい。

トイレタリーメーカーのチャネルとして

は、古くは地域のパパママストア（個人商

店）から総合スーパーへと中心が移り、現在

はドラッグストアの重要性が高まっている。

このようなチャネルの構造変化への対応が困

難な理由として、①新しいチャネルにおける

営業方法が組織に蓄積されるのに時間がかか

る、②新しいチャネルにおける自らの商品の

位置付けが、既存のチャネルにおけるものと

異なる――の２点があげられる。

新しいチャネルでの営業方法が組織に蓄積

されるのに時間がかかるのは、単に新しいこ

とを営業担当者が学ぶのに時間がかかるとい

うことではなく、営業担当者をマネジメント

する側の人間が、古いチャネルで得られた成

功体験を元にキャリアを積み上げてきている

からである。彼らは、新しいチャネルで努力

している営業担当者を活動レベルで評価、指

導することができない、もしくは古いやり方

を押し付けてしまう。結果的に、仮に営業担

当者が新しいチャネルで活躍していても、組

織の中でその新しいやり方が定着するのを阻

害してしまう。

たとえば、飲料メーカーの営業担当者にと

って、ホームセンターは比較的新しいチャネ

ルである。現在の営業担当者の上司は、10年

前に営業現場で活躍していた人材であること

が多い。しかし、10年前に成果を上げた人と

いうのは、たいてい総合スーパーか、もしく

は自動販売機のチャネルで奮闘していたこと

が多くないだろうか。

飲料メーカーの総合スーパー相手の営業の

中心は、食品売り場の特売棚の提案であり、

特売の提案である。新商品の発売に合わせ

て、特売棚にうずたかく商品を積み、特売を

目立たせるPOP（購買時点）広告を準備す

る。その一方、ホームセンターの店頭での展

開は、特売商品と定番商品という考え方では

通用しない。

また、新しいチャネルにおける自らの商品

の位置付けが異なることを理解していても、

打つ手が少ないことが多い。ドラッグストア

における収益源の中心は医薬品であり、最近

は医薬品だけの収益から化粧品へ移りつつあ

る。これらの商品の粗利は30％程度もある。

これ以下の粗利益の商品は、ドラッグストア

にとっては収益の中心ではなく、集客など他

の目的で品ぞろえされている。

トイレタリーメーカーの製品は、ドラッグ

ストアにおいては収益性の特に低い商品であ

り、置いておくだけのものである。たとえ

ば、ビジネスの中心でない商材に対し、バイ

ヤーはメーカーの営業に対して一体どれくら

いの時間を割くのだろうか。販売チャネルの

構造変化は、トイレタリー製品をより収益性

の低いチャネルへと追いやっている。

マスプロモーションの効果が低下し、
参入障壁を低くしている

トイレタリー商品は、新規顧客の拡大にも

既存顧客の維持にも、製品ブランドの与える

影響が大きい。製品ブランドの認識を形成す
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る大きな要因はマスプロモーション（テレビ

CMなど）である。しかし、このマスプロモ

ーションが、今後も影響力を持ち得るのかど

うか懐疑的な見方も出てきている。

マスプロモーションは、キー局のテレビ

CMがその影響力の中心である。しかし、近

年のテレビ視聴時間がインターネットに奪わ

れてきている現実や、テレビ番組を録画して

後から見ることでテレビCMをスキップして

しまう現実、さらにはテレビの多チャンネル

化に伴って視聴料を払うチャネルが増加して

いるという現実が、マスプロモーション効果

低下論の背景となっている。

これらのマスプロモーション効果の低下

を、仮に経済的合理性に基づき企業が判断で

きるとしたら、今までここに使われていた費

用は、トレードプロモーション（メーカー・

小売企業間でやりとりされる販促）に流れて

しかるべきだと考えられる。トレードプロモ

ーション費用を各社が増やした結果、店頭で

の価格下落に拍車をかけているとも考えられ

る。しかし実際は、広告宣伝費と販売促進費

は別の部署が管理していることが多く、その

両者が効果を最適化するための共通の指標を

持ち得ていない現状を考えると、実際は販売

促進費の増加は別の要因によっている可能性

もある。

ブランドへの投資は、この市場への大きな

参入障壁を作ってきた。一方、この顧客コミ

ュニケーションに関する費用対効果は暗黒大

陸の世界であり、合理的な判断は難しい。仮

に、この費用対効果を効率的に運用する能力

を持ったプレーヤーにとっては、トイレタリ

ー市場への参入は思ったより容易かもしれ

ない。

その端的な例は、日本アムウェイや日本タ

ッパウエアに代表される顧客とのダイレクト

コミュニケーションを販売の基本とする企業

である。彼らの販売チャネルは、既存のメー

カーと小売企業との関係とは別のところで、

新たな脅威となり得る。

人口の増加が止まり、可処分所得が
増えないアメリカでの状況

このような日本の外部環境の現状は、アメ

リカのそれと類似している。商務省の予測に

よれば、アメリカの今後の人口増加率は毎年

0.8％にとどまる。トイレタリーメーカーが

グローバルに展開して、より人口増加の期待

できる市場に進出していることを考えると、

アメリカは成長市場とはいえない。

小売企業のパワーの増大も日本と同様であ

る。アメリカの大手トイレタリーメーカーの

売上高に占めるウォルマート・ストアーズ向

けの売上高の比率を表１に示す。ここから明

らかなように、大手各社におけるウォルマー

トとの取引の比率は増大している。

一方、原材料費について見ると、WTI（ウ

エスト・テキサス・インターミディエート）

の原油価格は、2005年第１四半期で１バレル

当たり50ドルであり、前年同期より41％上昇

している。アメリカでもトイレタリーメーカ

ーの原価に占める原材料費の比率は約70％で
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表1 大手家庭用品メーカーの売上高に占めるウォルマート・ストアー
ズの取引比率

会社名

プレイテックス・プロダクツ

クロロックス

スペクトラム・ブランズ

チャーチ・アンド・ドワイト

P&G

ジレット

キンバリー・クラーク

2002年

26

23

26

16

17

13

13

2003年

27

25

13

17

18

13

13

2004年

28

25

19

18

17

13

13

注）P&G：プロクター・アンド・ギャンブル
出所）各社の年次報告書より作成

（単位：％）

0512-NRI/p120-131  05.11.13 17:05  ページ 123



124 知的資産創造／2005年12月号

あり、原油高は合成樹脂などのパッケージの

コストに影響を与えている。

マスプロモーションの効率性の低下も、同

様に想定できる。メディアの活用に優れた

P&G（プロクター・アンド・ギャンブル）

におけるテレビ、印刷物、ラジオ、インター

ネットでの広告宣伝費は、2003年433億7700

万ドル、2004年514億700万ドル、2005年567

億4100万ドルと増加している。

アメリカで何が起こっているか
大企業の統合

日本と似通った外部環境のもと、アメリカ

でトイレタリー業界がどのように動いたのか

をレビューしてみたい。

近年のトイレタリーメーカーの動きのなか

で最も驚かされるのは、P&Gとジレットの

統合の発表であろう。本稿を執筆している時

点で、アメリカの連邦取引委員会は、P&G

のジレット買収計画を承認している。

この買収が意味するところは、スケールメ

リットにより原材料メーカーやメディアに対

する力関係の強化が可能となること、および

P&Gとジレットの販売チャネルの重複を削

減することによりコスト削減が可能となるこ

とである。両社の公表資料によれば、P＆G

はジレットの統合により重複する6000の人員

を削減し、これは労働力全体の４％となるこ

とが明らかになっている。また、男性製品の

ノウハウはありながら、女性向けパーソナル

ケア商品に弱かったジレットに対して、P&G

の女性に対する知見が活かされ、たとえば女

性向けの「ジレットビーナス」ブランドの改

善も進むと考えられる。

このように、成熟している市場において取

引先への交渉力、メディアバイイング（媒体

購買）および小売店舗への効率化を考える

と、規模を拡大し、より多くのブランドを持

つことが競争力の源泉となる。

新市場、新製品のための
ジョイントベンチャー

既存の市場の成長が望めないときに、新し

い市場を目指すのは当然である。しかし、一

企業の努力だけでは、新しい市場で成功する

ためのスピードを得るのは困難な時代になっ

てきている。そこで、多くの企業がジョイン

トベンチャー（合弁企業）という形で新しい

市場への参入を実現しようとしている。その

場合、新しさの観点が、その企業にとっての

技術なのか、顧客なのかによって、組む相手

が変わってくる。いずれにせよ、新しい市場

を独自に開拓するのではなく、パートナーと

取り組むべきである。

たとえば、P&Gは2002年にクロロックス

とジョイントベンチャーを設立した。この会

社に対して、P&Gはクロロックスの「グラ

ッド」事業（ゴミ袋製造事業）の成長のため

に技術を供与することとなり、反対にクロロ

ックスは工場設備や人などを提供することと

なった。その結果、｢フォース・フレックス｣

というP&Gの技術を用いた強力なゴミ袋が

開発され、グラッド事業の成長の推進力とな

っている（クロロックスのホームページ掲載

の投資家向けニュースによる）。

繰り返される価格維持のための施策

既存市場における最も大きな課題は、小売

価格の低下である。この小売価格の低下は、

日本と小売市場の構造が同じであるがゆえ

に、アメリカでも同様に起こっている。

2004年の後半に、P&Gをはじめとする各

社が、自社製品の小売価格を上げる試みを行

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2005 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

最近のトピックス

0512-NRI/p120-131  05.11.13 17:05  ページ 124



125成長と収益を求めるトイレタリーメーカーの戦略

った。その結果、価格は上昇したにもかかわ

らず、売上数量に対する影響はほぼないよう

である文献1。

製品は異なるが、同様の試みは繰り返さ

れ、P&Gは2005年３月に、コーヒー豆の価

格上昇に合わせて、家庭用コーヒーのトップ

ブランド「フォルガーズ・コーヒー」の小売

価格を12％引き上げた文献2。この際には、こ

れに追随してクラフト・フーズとマックスウ

ェルハウスが、同じく12％の価格引き上げを

実施している文献3。

これらから明らかなのは、トップメーカー

の戦略として、リスクを覚悟のうえで小売価

格を上げるための施策をとり得るということ

である。

小売店で互いに競合し合っている製品のメ

ーカーは、競合商品からシェアを奪おうとす

る場合、価格を引き下げるというのが最もシ

ンプルな手段である。コスト効率が似ている

企業ならば、この価格引き下げに競合企業も

追随することが可能であり、競合企業も奪い

取られたシェアを獲得するためには、価格引

き下げを実施することとなる。こうして、ト

イレタリー製品のようなコモディティは、囚

人のジレンマともいえる価格引き下げの循環

に入ってしまう。

上記の事例は、この構造から自ら脱出する

ためのシグナルを発することができるのは、

カテゴリートップメーカーであるということ

を実証している。

大手メーカーがブランド力を活かし、
商品企画で有位に

成熟化している既存の市場では、より多く

の利益を獲得するのが困難になっているた

め、より効率的な取り組みが模索されてい

る。トイレタリーメーカーのコストで顕著な

のは、ブランドを認知してもらうための広告

宣伝費である。

P&Gは2005年に、｢バウンティー・ベーシ

ック」という新ブランドのペーパータオルの

販売をチャネルを限定して開始した。これは

既存の「バウンティー」ブランドより安い価

格帯のブランドである。P&Gは、今までの

製品はプレミアムの傾向があったため、消費

者ニーズに合わせるための新製品を開発した

と説明している文献4。

商品企画のレベルとしては、P&Gの「フ

ァブリーズ」のように全く新しいブランドを

構築するケースのほかに、製品の改善を行う

ケース、製品ラインを広げるケース、製品の

認知のされ方を変えるケースなどがある。

P&Gのような大企業は、新ブランドの構築

に投資することも可能だが、より効率的なの

は、すでに認知されているブランドを多くの

製品に拡張していく方法である。

たとえば、クロロックスは漂白剤として高

い認知をされ、ブランドプレミアム付きで売

られているが、この「クロロックス」という

ブランドを中心に、｢クロロックス・ソフ

ト・スクラブ」や「クロロックス・トイレッ

ト・ボウル・クリーナー」と拡張し、新製品

を効率的に投入している。

巨大トイレタリーメーカーが出現

総合トイレタリーメーカーは１社に
集約、後はニッチプレーヤーに

トイレタリーメーカーを中心とするバリュ

ーチェーン（価値連鎖）は、パソコン製造の

それと異なり、バリューチェーンの各層がモ

ジュール化によって分断されたり、その中の

キーデバイスを独占的に製造しているメーカ

ーに収益が集中したりといった構造にはなっ
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ていない。その意味では、バリューチェーン

内での収益源の大きな移動は、メーカーと小

売企業の間で生じている。近年の小売業店舗

間の競争が、店頭における価格下落を引き起

こし、この値下げ原資がメーカーから移動し

ているように、基本的にはメーカーから小売

業へ収益源は移動している。

一方、ブランドの認知にかかるコストが、

テレビCMの効率の低下に伴い、より高くな

りつつある傾向や、トイレタリー業界の技術

面での参入障壁が低く、強い参入障壁となり

得るのはブランドであることを考えると、ブ

ランドの構築にいくらの投資ができるのかと

いう点も重要である。

この２点により、基本的には企業規模の大

きい企業の方が、小売企業に対して、より効

率的な流通網を構築し、より安くマス広告を

打てるという点で、収益性が高くなる。図１

に示すように、実際に売上高の多いトイレタ

リーメーカーの方が、より利益率が高い。

他方、独自の顧客接点やブランドを持ち、

巨大小売業のバイイングパワーを迂回しなが

ら、ニッチで高いシェアを獲得している企業

も生き残り得る。

つまり、日本のトイレタリー市場は今後、

巨大メーカー１社とニッチプレーヤーとで構

成されるようになっていく。

日本企業が打てる施策は
アメリカの場合と同様

個別企業の施策は、その企業が属する業界

の構造に大きく左右される。日本のトイレタ

リー市場も、アメリカの市場と同様の動きを

する部分があるはずである。前述したような

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2005 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

図1　トイレタリーメーカーの売上高と利益率の関係�

出所）各社の年次報告書より作成�

30�

25�

20�

15�

10�

5�

0�

－5�

－10�

－15

0　　　　　　　 10　　　　　　　  20　　　　　　　  30　　　　　　　  40　　　　　　　  50　　　　　　  60

クロロックス� ロレアル�

コルゲート・パルモリーブ�

キンバリー・クラーク�

エイボン・�
プロダクツ�

チャーチ・アンド・�
ドワイト� 花王�

エスティローダー�

アルベルト・�カルバー�
小林製薬�

サンスター�

ライオン�

レブロン�

売上高（十億ドル）�

売
上
高
当
期
利
益
率
（
％
）�

P&G

0512-NRI/p120-131  05.11.13 17:05  ページ 126



127成長と収益を求めるトイレタリーメーカーの戦略

市場特性のゆえに、大企業はコスト削減の限

界のなかで、新しい市場を開拓する必要性に

迫られ、新たな商品カテゴリーへの事業展開

や、まだ人口が増加している国へのグローバ

ル展開を行うことになる。

グローバル化による企業規模の拡大

表２に示すように、日本のトイレタリーメ

ーカーが海外に展開する余地は、電機や自動

車など他の業界はもちろん、欧米のトイレタ

リーメーカーに比べても、まだ大きい。この

グローバル化に成功した企業こそが、今後の

成長を謳歌できる。図２に見られるように、

海外売上比率が50％ぐらいまでの範囲では、

海外での売上比率が高いメーカーの方が売上

高の成長率も高い。

一方、成熟した既存市場への対応策とし

て、すでに認知されているブランドを軸にし

た商品ラインの拡張や、低価格化などが試み

られている。

巨大トイレタリーメーカーの出現という観

点では、日本のトイレタリーメーカーで最も

売上高が多いのは花王である。しかし、この

花王でさえ、次ページの表３に示すように、

世界の中での位置づけは９位であり、P&G

の当期利益ほどの売り上げしかない。調達に

おけるメリットや、商品開発をワールドワイ

ドで展開することなどを考えると、花王でさ

え今以上の規模を獲得することを戦略の中心

に置かざるを得ないだろう。

ジョイントベンチャーの設立

新しい市場や新しい技術を獲得するための

他社とのアライアンス（戦略的提携）の試み

は、今後ますます増えていくと考えられる。

これは外部環境が求めているということのほ

当レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2005 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

図2　トイレタリーメーカーの海外売上高比率と売上高成長率の関係�

出所）各社の年次報告書より作成�

海外売上高比率（％）�

P&G

エスティローダー�

エイボン・��
プロダクツ�

ロート製薬�

ユニリーバ�

花王�

ライオン�

コルゲート・��
パルモリーブ�

10�

9�

8�

7�

6�

5�

4�

3�

2�

1�

0
0　　　10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　 80

二
〇
〇
一
〜
〇
四
年
度
の
売
上
高
年
平
均
成
長
率
（
％
）�

表2 海外および日本の家庭用品メーカーの海外売上比率

会社名

エイボン・プロダクツ

コルゲート・パルモリーブ

エスティローダー

P&G

ユニリーバ

会社名

花王

ライオン

小林製薬

ロート製薬

決算期

2004年12月

2004年12月

2004年 6月

2004年 6月

2004年12月

決算期

2005年 3月

2004年12月

2005年 3月

2005年 3月

北米

34

31

54

50

18

北米

9

8    

ヨーロッパ

27

29

32

32

35

ヨーロッパ

10

4

中南米

25

22

―

7

8

中南米

0

0

その他

14

18

13

11

21

アジア

86（うち日本75）

88（うち日本71）

（単位：％）

出所）各社の年次報告書より作成

海外売り上げは10％未満

海外売り上げは10％未満
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かに、アライアンスの際に利用できる組織形

態として、LLC（リミテッド・ライアビリテ

ィ・コーポレーション）が法的に認められる

ようになるからである。

たとえば、2001年にコカ・コーラとP&G

がジョイントベンチャーを設立したときも、

LLCであった。LLCにより、親会社はジョイ

ントベンチャーによるリスクを本体と分離し

ながら、税務面で一企業と同様に扱われると

いう利点がある。この制度の日本への導入に

伴い、これまで以上にトレタリーメーカーに

おけるジョイントベンチャーも増えると考え

られる。

価格維持のための施策

価格維持のための施策は、日本の飲料業界

ですでに試みられている。トイレタリー業界

でも、アメリカで実施しているP&Gなどか

ら取り組むことになろう。

ちなみに、食品業界ではカゴメが、2003年

に特売原資の補填を取り止めると宣言した。

小売店からは強い抵抗にあったが、野菜ジュ

ースのトップメーカーである同社は、合理化

をやりきり、2005年３月期の決算では、売上

高販売促進費率、売上高営業利益率の改善を

達成した。カゴメの野菜ジュースは市場にお

けるシェアが高く、トップメーカであること

が、この施策を可能にしている。

既存ブランドの再認知策

前述したように、商品企画はトイレタリー

業界の最も基本的な競争優位の源泉である。

近年、まだ開発余地の大きい健康食品へトイ

レタリーメーカーが進出するなど、事業領域

の境目の意味がなくなりつつある。また、既

存のブランド力を利用しながら、新商品の認

知度を高めるための試みとして、ライオンの

｢アクロン」の新しいブランド認知を獲得す

る試みがある。

ライオンのアクロンは、ドライクリーニン

グ用衣料を家庭で洗うための洗剤として、

｢アクロンなら毛糸洗いに自信がもてます」

というキャッチコピーで認知度を高め、売り

上げを拡大してきた。しかし、一時花王の

｢エマール」に徐々にシェアを奪われる状況

が続いた。そこで、新製品では「私のおしゃ

れ着洗いが変わる！」というお気に入りの衣

料品を洗うための洗剤であるというポジショ

ニングに変更し、結果的にエマールからシェ

アを取り返すことに成功している。

これは、アクロンはウールにだけ用いる洗

剤と認知されていたため市場を狭めていた

が、スタイル保持成分を配合するという商品

改良を行い（ライオンの発表資料による）、

より市場の広い自分のお気に入り衣料を型崩

れなく洗える商品として再認知させること

で、既存のブランドの認知を利用しつつ、新

しい商品としての競争力を獲得できているケ
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表3 大手家庭用品メーカーの売上高と利益

会社名

P&G

ユニリーバ

ロレアル

キンバリー・クラーク

コルゲート・パルモリーブ

ジレット

エイボン・プロダクツ

レキット・ベンキーザー

花王

エスティローダー

クロロックス

アルベルト・カルバー

資生堂

チャーチ・アンド・ドワイト

レブロン

決算期

2004年 6月

2004年12月

2004年12月

2004年12月

2004年12月

2004年12月

2004年12月

2004年12月

2005年 3月

2005年 6月

2005年 6月

2004年 9月

2005年 3月

2004年12月

2004年12月

売上高

56,741

55,075

18,939

15,083

10,584

10,477

7,748

7,140

6,625

6,336

4,388

3,258

2,318

1,462

1,297  

利益

7,257

3,664

2,232

1,800

1,327

1,691

846

940

596

406

1,096

142

71

89

－143

（単位：百万ドル）

注）ユニリーバはイギリスおよびオランダ、ロレアルはフランス、レキット・ベンキー　
ザーはイギリス（他は日本またはアメリカ）

出所）各社の年次報告書より作成
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ースである。

日本独自の方向性

近年、小売業のナショナルチェーンの重要

性が高まってきたのは日本の特徴であり、ナ

ショナルチェーンに対応するトイレタリーメ

ーカーの営業組織のあり方をめぐっての試行

錯誤は、日本に特に顕著な傾向である。各社

とも、ナショナルチェーン対応組織を営業組

織の中に新設したが、その一方で個々の店舗

の期待に応えることができず、このバランス

をとることに苦慮している。

たとえば、ある化粧品メーカーでは、チェ

ーンの本部向け組織と地域事業部とを別々に

営業組織の中に形成していたが、ドラッグス

トアチェーンの店舗展開エリアが必ずしも地

域事業部のエリア内に収まらず、小売りチェ

ーン本部向け営業組織と地域事業部との利益

相反が起きていた。そこで、地域事業部内を

ドラッグストア、総合スーパーとチャネル別

にし、本部対応、個店対応の使命を１つの組

織の中につくることで、この利益相反に対応

した。

求められる顧客との絆を深める戦略
まず身の丈を知る

まず、自らの会社が日本で唯一残り得る巨

大トイレタリーメーカーの１社になり得るの

かという自問自答が必要である。その１社以

外は、自社の経営資源を特に意識しながら戦

略の選択をしていかなければならない。

なぜ、身の丈を知ることが戦略の選択に重

要なのかは、身の丈によって顧客との絆の作

り方が異なるためである。特に、成熟した国

内市場では、競争環境からいかに逃げ出すか

が収益性の確保のために重要であり、競争か

ら逃げ出すためには、顧客との絆を深めてい

くことしかない。

マサチューセッツ工科大学のアーノルド・

ハックス教授らは、この顧客との絆を深める

戦略として、①ドミナントデザイン（市場の

支配を勝ち取ったデザイン）の確立、②顧客

のロックイン、③競合企業のロックアウト、

④業界標準の維持――の４つがあり、それぞ

れが連続していることを提案している文献5。

この考え方を修正・拡張すると、巨大企業

はこの４つの戦略を自由にとり得るのに比

べ、それ以外のニッチプレーヤー（ここで

は、ニッチ市場だけで事業を行う企業という

よりも、特定の分野で強みを発揮する企業と

して用いている）は、顧客のロックイン、競

争企業のロックアウトの戦略しかとれないと

考察される。

つまり、巨大企業は、ドミナントデザイン

を確立した後に、規模の経済を利用しながら

顧客のロックイン、競争企業のロックアウト

へ移行し、最終的な業界標準を獲得すること

ができるが、ニッチプレーヤーは、ニッチ市

場におけるニーズにマッチした製品を開発し

た後、競合企業が参入する前に、顧客のロッ

クインや競合企業のロックアウトで、そのポ

ジションを維持し続けることが、リソースか

ら見て限界であるからである。

トップ企業のとるべき戦略

業界構造の変化に対応すべく、トップ企業

がとるべき戦略は、市場成長の見込めないな

かで、収益性を高めるために、国内ブランド

で独占的地位を獲得すること、および市場成

長の大きい海外へ進出することである。

特定の商品カテゴリーにおいて独占的地位

を獲得することで、そのカテゴリーへの他企

業の参入障壁が高まり、価格プレミアムおよ
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び低価格化に対抗する方策を施すことが可能

になる。このポジショニングを得るために

は、ドミナントデザインの確立、もしくは顧

客のロックイン、競合企業のロックアウトが

効果的である。

生活者の普遍的なニーズをとらえた製品を

開発し、規模の経済を活かしながら他社より

も安いコストで生産することで、競合メーカ

ーがこの市場のシェアを奪いにきたときには

価格で対抗できる状態を作り上げる。また、

ブランドの構築に大規模な投資を行い、顧客

のロックインおよび競合企業のロックアウト

を実現する。

あるブランドで独占的な地位を築いた後に

は、前述した価格下落に対する対抗策を施せ

るなど、そこから得られるものが大きい。結

果的にいくつの独占的ブランドを持つことが

できたのかが、その企業の競争力を決定的す

ることになる。

ニッチプレーヤーのとるべき戦略

ブランドポートフォリオの

定常的なマネジメント

ニッチプレーヤーは、その経営資源を得意

分野に集中させることが最も重要だが、それ

ができないのが、戦略実行の難しさである。

魅力的な市場に位置し、かつ競争力のある

ブランドに資源を集中していくことが基本的

な戦略だが、魅力的な市場であるかどうかの

社内的なコンセンサスがとれずに、どこに集

中すべきか意思決定できないことが多い。ま

た、潜在的な競争力まで含めて評価できる社

内の人が、撤退すべきブランドの構築にかか

わった人であり、その思い入れで、客観的評

価ができず、競争力があると思い続けたいと

いうことは良くあるケースである。

往々にして、ブランド構築にかけた費用

は、取り戻すことはできないとわかっていて

も、ついここまでやったのだから、という言

い訳が社内で通ってしまいがちである。結果

的に、ブランドに競争力がないと明らかにな

ったときには、そこまで投入し続けた時間と

人、お金で、もっと意味のあることができた

と反省することになってしまう。

わかってはいてもやめられないこの構造か

ら抜け出すためには、誰が見ても明らかな撤

退基準と、最終的な意思決定者を明確にして

おくことが重要である。

新しい事業機会を探索する能力、

他社と提携する能力を磨く

ニッチプレーヤーがブランドポートフォリ

オを管理し、撤退すべきブランドから撤退し

ていく一方で、新たな事業機会を探索し続け

ないと、縮小均衡となってしまう。その際に

は、巨大企業のように自ら研究開発を継続し

ていく方法もあるが、他社との提携によって

新事業を獲得する方法の方が、よりスピード

も速く、今後の経営環境に適している。

ロヨラ・メアリーマウント大学のドナル

ド・デパンフィリス教授は、事業提携の成功

要因として、シナジー（相乗効果）、リスク

の軽減、協力関係の構築、役割と責任の明確

化、Win-Win（勝者連合）の関係構築、時間

感覚の共有、トップの支援、期待する財務成

果の一致をあげている文献6。

特に、ニッチプレーヤーの提携で留意すべ

き点は、タイムフレームの共有である。これ

は事前の計画段階では共有されているはずの

ものだが、提携している企業のどちらか一方
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の経営状況が悪化すると、すぐに短期的な成

果を求め始めてしまう。

また、ニッチプレーヤーがこのような提携

能力を獲得するためには、多くの経験が必要

である。さらに、その経験を積むために、パ

ートナーにとって価値のある企業でなければ

ならない。そのためにも、前述の経営資源の

集中によって強みを獲得することが重要に

なる。

顧客とのコミュニケーション能力の高度化

ニッチプレーヤーの基本的な戦略は、顧客

のロックインもしくは競合企業のロックアウ

トであった。そのためには、顧客との間に、

他の企業では提供できない“痒いところに手

の届く”状態を構築する必要がある。

そこで重要になるのが、顧客との高いコミ

ュニケーション能力である。トイレタリーメ

ーカーの調査部はこの点で優れているケース

が多いが、目指すべきは、組織全体の意思決

定に影響力を持つことである。多くのメーカ

ーは、顧客との直接的な接点は、クレームを

主に受けるコールセンターや、商品企画の際

に活用しているモニターに限定されている。

これらの情報を管理している部署は、必ずし

も事業部の意思決定に関与しやすいポジショ

ンにはない。

顧客の声が経営にまで直接届く環境を整備

し、経営層と事業部が同じ情報に基づいて検

討を行う場を設定することが重要である。

７本の歯ブラシを使ってみたい

７本の歯ブラシは、普通は必要ないと思

う。しかし、７本の歯ブラシを議論する姿勢

を持った企業が、本質的には構造変化に対応

することができる組織のDNAを持っている

のではないか。われわれの日々の生活を豊か

にする、痒いところに手の届く歯ブラシを期

待したい。
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